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新潟経営大学 ･地域活性化研究所は､新潟経済同友
会および新潟県県央地域地場産業振興センターとの共
催の下に､『ビジネスにおける情報ネットワークの活
用の現状と今後の課題』と題して､新潟経営大学ビジ
- 3 -
ネスフォーラムを昨年 (2001年)7月4日から11月10
日にかけて開催した｡
第1回は､｢情報ネットワークとは何か｣というテ
ーマで､7月4日に新潟会場 (新潟市万代市民会館)
において､さらに7月11日には県央会場 (三条 ･燕地
域リサーチコア)でそれぞれ開催した｡パネリストと
しては､㈱富士通新潟システムズ 代表取締役社長の
桑原邦彦氏､㈱コメリ 業務改革推進室長の石沢 登
氏､㈱北越銀行 営業統括部の風巻良和氏をお招きし
た｡SE(SystemEngineer)は､㈱富士通新潟システ
ムズ システム事業部 WEBシステム推進部の栗林直
樹氏にお願いした｡コーディネートは､本学助教授の
石井康幸､同地域活性化研究所の伊平一也が行った｡
第2回は､｢サプライチェーンマネージメントとそ
の問題点｣というテーマで､8月1日に新潟会場にお
いて､さらに8月8日には県央会場でそれぞれ開催し
た｡パネリス トとしては､㈱亀田製菓 経営統括本部
長の田中通泰氏､㈱明道 代表取締役専務の明道章一
氏をお招きした｡SEは､㈱亀田製菓 生産企画部課長
の荒洋 酒氏にお願いした｡コーディネー トは石井､
伊平が行った｡
第3回は､｢eマーケットプレースの可能性｣とい
うテーマで､9月5日に新潟会場において､さらに9
月12日には県央会場でそれぞれ開催した｡パネリスト
としては､㈱関マーク製作所 代表取締役副社長の関
浩一氏､㈱ウチダユニコム 常務取締役の星野雅博氏､
㈱ツバメックス 代表取締役社長の賀井治久氏､㈱マ
イクロソフト･エンタープライズ ･ソリューション本
部 製造流通インダストリー部 製造インダストリーマ
ネージャーの溝口猛智氏をお招きした｡コーディネー
トは石井､姥名が行った｡
第4回は､｢ホームページショッピングとマーケテ
イング｣というテーマで､10月3日に新潟会場におい
て､さらに10月10日には県央会場でそれぞれ開催した｡
パネリス トとしては､㈱新潟美人 代表取締役社長の
太田有俊氏､㈱スノーピーク 代表取締役社長の山井
太氏､㈱NSコンピュータサービス 第1システム部課
長の木村雅之氏､㈱NTTドコモ新潟支店 法人営業部
長の深沢勝徳氏をお招きした｡コーディネートは石井､
蛇名が行った｡
最終回は､｢繊維産業の中での情報ネットワークの
活用｣というテーマで､11月10日に本学で開催した｡
パネリス トとし笹､㈱オヤナギファッション 代表取
締役の小柳書三郎氏､㈱インターネットコマース 代
表取締役社長の坪川直博氏､(社)日本化学工業協会
常務理事の伊藤征-氏 (ERINA[(財)環日本海経済
研究所]前研究部長)､㈱NTT東日本新潟支店 営業
部システムサービス部門長の玉木千太郎氏をお招きし
た｡SEは､㈱インターネットコマース社の鈴木宏之
氏にお願いした｡コーディネートは石井､蛇名が行っ
た｡
なお､上記 5回に亘るフォーラムへ参加された企
業 ･団体関係者等は延べ364名であった｡
以下の小塙は､新潟県における ｢ビジネス情報ネッ
トワーク｣のこれからの展開方向を探るという問題意
識に基づいて､5回に亘るフォーラムの論点を整理す
るとともにそれを通じて提起された課題を筆者がコー
ディネーターを代表してまとめたものであるが､同時
にその最終責任は筆者にある｡とくに見解に亘る部分
は､筆者の個人的なそれであることを予めお断りして
おく｡
最後に､フォーラムを成功裏に導く上で多大のご協
力を頂いたパネリストをはじめとする関係者の方々､
さらにご多忙中にもかかわらず熱心にフォーラムへご
参加頂いた関係企業や組織の方々に対してこの場を借
りて心から感謝の意を表したい｡
1.｢ビジネス情報ネットワーク｣のコンセプ トを巡
って
われわれはまず､｢ビジネス情報ネットワーク｣を
どのように捉えまた理解すべきかということから始め
よう｡フォーラムの論点整理を試みるに当たり､予め
問題を方法論的に整理しておいた方がよいと考えるか
らだ｡
(1)｢ビジネス情報ネットワーク｣の意義
｢ビジネス情報ネットワーク｣とはそもそもどのよ
うに捉えたらよいのか｡この点に関連してまずIT
(ⅠnformationTechnology)とは相対的なものだとい
うことを指摘しておかなければならない｡それをビジ
ネスとの関連において捉える場合には､それ自体を目
的化するのではなく､むしろ相対的に位置づけておく
必要があるからだ｡少なくとも21世紀初頭においては､
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確かにITはグローバリゼーションや市場化とともに
"メガ･トレンド の一つであり続けるであろう｡ だ
がビジネスの世界でITが意味を持つのは､それがグ
ローバリゼーションと市場化に対して相互作用ないし
は相乗作用を引き起こすからに他ならない｡ITが三
者の相互関係の中にあり､その点にこそITの意義が
求められるのだということを見落としてはならない｡
つまり､｢ビジネス情報ネットワーク｣とはITを以上
のような文脈において捉えた場合においてはじめてそ
の意義を見出し得るのだということをわれわれはまず
指摘しておかなければならないのである｡
(2)｢ビジネス情報ネットワーク｣の内容
では ｢ビジネス情報ネットワーク｣とは一体如何な
る内容を持っているのか｡それは二種類の要素から成
っている｡一つは取引関係を通じて成立しているもの
であり､今一つはそれを通さない- つまりプライベ
ートな- ものである｡すなわち､前者は企業間の取
引および企業と顧客との間での取引を通じて成り立っ
ているものでり､後者は企業内部においてのみ行われ
ているものである｡企業の付加価値源泉が企業間取引
および企業 ･顧客間取引にますますシフトしつつある
とする ｢インテグレーテッド･バリュー ･チェーン
(IntegratedValueChain)｣論の立場に立つならば､
云うまでもなく重要なのは前者である｡ そして前者は
同時に ｢電子商取引 (ElectronicCommerce;EC)｣
と同義であると考えられる｡ ECをビジネス ･プロセ
ス融合論の立場から捉えるならば､それは ｢総合企業
情報ネットワークシステム｣そのものに他ならないか
らである(注1)0
かくして ｢ビジネス情報ネットワーク｣の内実は実
は専らECに依拠しているということになる｡ そこで
上述した三者の相互関係を念頭に置きかつグローバリ
ゼーションへの対応を目的変数としてECを類型化す
るならば､それは下図 (図表 1)の通りとなる(注2)｡
まずネットワークはその目的に応じて二種類のネット
ワークすなわち ｢コラボレーション･ネットワーク｣
と ｢ユーザー ･オリエンテッド･ネットワーク｣に区
別される｡ 次に目的を達成する ｢場｣としてのネット
ワークは二つの性格を有するネットワーク市場すなわ
ち非 オープ ン型市場 (この場合 のITはCAD
[ComputerAidedDesign]データ交換およびWeb
EDI[ElectronicDatalnterchange;電子データ交換]
である)とオープン型市場(この場合にはITは ｢マ-
図表1 EC(電子商取引)の類型化
目的別ネットワーク(ネ ットワ罰 市場の の種類)性格タ (ネットのイブ 性格) コラボレー ション. ユーザー.オリエンテッド.
ネットワーク.システム ネットワーク.システム
Bto 非オープン型市場(CADデー タ交換･WebEDl) 非標準化素材.特注部品-.1(渇;莱)t■●オープン型 I標準化素材.汎用部品-- -.} 標準化素材.汎用部品
市場 1- (将来的には非標準化素材.
(MP) 特注部品をも含む)■
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ケット･プレース [MarketPlace<仮想市場>;MP]｣
の手段となる)とに区分される｡最後に､上記二つの
変数つまり目的 ･手段変数の関数としての二つのタイ
プのネットワークすなわちBtoB [Businessto
Business]取引とBtoC[BusinesstoConsumer]取
引が登場することになる｡
(注1)詳しくは､拙稿 ｢ネットワーク･マネジメン
ト論と新潟県集積企業の課題-『重層的情報
ネットワークシステム』の提唱-｣(新潟経
営大学 ･地域活性化研究所 『地域企業情報ネ
ットワークシステムの研究』[1999年11月刊])
p.1-42参照｡
(注2)拙稿 ｢中越金型産業とIT- ｢ティアⅠ｣化の
ための課題-｣(新潟経営大学 ･地域活性化
研究所 『新潟県中越金型産業とIT一地域企業
情報ネットワークシステムの研究Ⅱ-』[2001
年12月刊])p.3-4より｡
2.フォーラムの論点整理
｢ビジネス情報ネットワーク｣に関する以上の定義
および類型化に沿ってパネリストの報告内容を整理す
ると以下の通りである｡
報告内容は大別するとやはり､｢コラボレーショ
ン･ネットワーク｣と ｢ユーザー ･オリエンテッド･
ネットワーク｣のいづれかに属するか､あるいはその
双方に跨るというものであった｡この点を順次説明し
よう｡
(1)｢コラボレーション･ネットワーク｣ケース
前者の ｢コラボレーション･ネットワーク｣に属す
るケースとしては､亀田製菓社の田中報告､ツバメッ
クス社の賀井報告､オヤナギファッション社の小柳報
告が挙げられる｡
① 亀田製菓社
田中報告によれば､亀田製菓社が ｢サプライ･チェ
ーン･マネジメント (SupplyChainManagement;
SCM)｣を導入した契機は経営の効率化にあったのだ
が､その後は､ユーザーである小売業のPOSシステム
との連携を強めることにより製販連動型のコラボレー
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ション･ネットワークへとそれを発展させつつあると
のことであった｡また､同社の経験から云って､
SCM導入の際には現場の実体に合ったシステムを自
ら作り上げる必要性がある､ということが強調ざれた｡
米菓を中心とする食品加工業者としての同社にとっ
て､POS(PointofSales;販売時点情報管理システ
ム)との連携強化を背景とした ｢コラボレーション･
ネットワーク｣は新しいビジネス ･モデルの指向をも
意味しておりかつそうした新ビジネス ･モデルへの移
行もまた急がれているようだ｡何故ならば､その多く
が標準型の素材と製品からなる食品産業の場合には､
製品が生ものであるために､新鮮な材料､を調達ししか
もその在庫を極力減らすことが不可欠であり､そのユ
ーザーである販売店にとっても同様のことが云えるか
らだ｡さらに､BtoB取引においてもオープン型市場
に属しかつユーザーである小売業界がグローバル企業
を中心にSCMを使って世界的な再編成に乗り出して
いるという事情も考慮しなければならない｡
② ツバメックス社
賀井報告では､ツバメックス社におけるIT化のプ
ロセスは､自社内の個別システムとしての導入から始
まったが､その後､CADデータの普及と高度化 (ソ
リッド化)を背景に仕入先 ･部門間･得意先とのデー
タのやり取りが頻繁化するにつれて､次第に個別シス
テムからコラボレーション･ネットワーク･システム
へと変容を遂げつつあるとされる｡こうしたソリッ
ド･データのネットワークによる ｢コラボレーショ
ン･ネットワーク｣の進展は､金型産業が一面では先
端産業であるという側面を有しており､そのために金
型製作者であると同時に ｢設計者｣でもあるという同
社のビジネス ･モデルに関わっているのだが､見落と
してはならないのは､同社の ｢コラボレーション･ネ
ットワーク｣が単に仕入先と得意先とのコラボレーシ
ョンに止まらず部門間連関性に依拠したコラボレーシ
ョンでもあるということだ｡それは､金型産業の二面
性- すなわち先端産業であるという側面を有しなが
ら､他面では基盤産業という面をも保持しているとい
う意味での二面性- の故に､コラボレーションが基
盤性一 産業連関性が広範囲に及んでいるという意味
での基盤性- を背景としたグループ ･コラボレーシ
ョンという性格を否応なく帯びざるを得ないというこ
とに因っているものと想定される｡しかもこうした特
質は､同社が金型部品の中でもプレス成形による特注
部品を主力としており､そのために非オープン型市場
に依拠しているという事情にも由来しているが､実は
そうした事情は金型産業だけではなく金属 ･機械工業
に広く観られる特徴であり､その意味で同社のコラボ
レーション･モデルは､金属 ･機械工業における ｢コ
ラボレーション･ネットワーク｣を考える上でも注目
しておく必要があると云えよう｡
⑨ オヤナギファッション社
最後に小柳報告では､オヤナギファッション社の場
合もまたIT化はそもそも生産システムの効率化を目
的とする個別システムとして導入されてきたのである
が､今日ではその個別システム自体が極めて高度化し
遂には無縫製編み機へと変容を遂げつつあるというこ
とである｡問題は､こうした ｢無縫製システム｣を､
ニット産業のOEM体制からの脱却に結びつけること
が経営戦略上の課題となっており､従ってそれを直販
体制と結びつけた｢コラボレーション･ネットワーク｣
へと如何に発展させていくかが課題とされているとい
う点だ｡この点は､後述するインターネット･コマー
ス社の試みとも関連して､新潟県ニット産業における
新ビジネス ･モデル形成のカギを握っている問題でも
あると云えよう｡
(2)｢ユーザー･オリエンテッド･ネットワーク｣
ケース
後者の｢ユーザー ･オリエンテッド･ネットワーク｣
に属するケースは､新潟美人社の太田報告､スノーピ
ーク社の山井報告､NTTドコモ社の深沢報告､イン
ターネットコマース社の坪川報告などである｡
① 新潟美人社
太田報告によれば､同社の場合､本業に役立てるた
めにホームページを出し､その改良の結果､ホームペ
ージにアクセスする人達を通じてマーケテイングへの /
活用に成功したという｡そし七､webによるコンサ
ルタント･管理を行うとともに､情報収集 ･蓄積 ･分
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配を可能にする ｢バーチャル･コミュニティー｣の形
成にも携わり､そして現在はショッピングモール ｢新
潟美人｣をスタートさせるに至っているとされる｡ そ
の意味で同社の場合は､｢ユーザー ･オリエシテッ
ド･ネットワーク｣に属しそめ中でもBtoCに特化し
ている典型的なケースだと云ってよいであろう｡ そし
て､Webコンサルタント､｢バーチャル ･コミュニテ
-｣形成そして現在は ｢マーケット･プレース ･プロ
バイダー｣を指向しているというその歩みからも窺え
るように､同社のIT化の成否は ｢マーケット･プレ
ース ･プロバイダー｣として成功し得るか否かにかか
っていると云えよう｡マーケット･プレースを通じて
消費者の "本音の情報"を商品開発 ･サービス向上に
利用するという ｢市場連動型商品開発ビジネス ･モデ
ル｣の創出に果敢に挑む同社の試みは大いに注目され
てよいであろう｡
(参スノーピーク社
山井報告によれば､アウトドア製品のメーカーであ
るスノーピーク社の販売ルートはデイラー ･ルートと
ネットを中心とする直販ルートの二ルートから成る
が､その中でも後者のネット販売は着実に増加してい
るとされる｡同社製品の ｢ウェッブ ･ショッピング
(webShopping)｣を通じての販売額はすでに同社の
売上高全体の中で6%を占めるに至っているとされ
る｡従って量的な観点からみてもネット販売は現実に
同社の有力な経営手投となりつつある｡ その意味で同
社のシステムもまた ｢ユーザー ･オリエンテッド･ネ
ットワーク｣に属しており､しかも典型的なBtoC取
引でもある｡さらに注目すべきは､ネット販売は､量
的な面だけではなく質的な面でも同社の経営にとって
重要な意味を持ち始めていることだ｡一つにはそれが
｢流通革命｣に繋がる可能性を秘めているからである｡
ネット販売価格は小売り価格と同等とされることか
ら､ネット販売は価格面でもデイラー ･ルートに対し
て小売り価格を少なくとも3分の2に引き下げること
を可能にしており､その意味でいわゆる ｢流通革命｣
に繋がり得るのである｡二つには同社の場合もまたネ
ット販売を市場連動型商品開発に結びつけているから
である｡ しかも､同社はホームページの ｢意見欄｣や
イベント開催を通じてユーザーから自社製品に対して
の評価 ･改善点などを直接得て､それを商品開発に活
かし収益を上げているとのことであった｡そのため､
ディーラーや小売店に買いたたかれるケースが多いの
に対して､同社の場合には製品の品質が良いだけでは
なくそもそも製品が消費者ニーズに合致しており､従
って､消費者が納得して同社の提示した価格で製品を
購入するため値崩れの心配がないとされる｡ このこと
が示唆しているのは､消費者ニーズを掴むためには､
｢WebShopping｣だけではなくFacetoFaceという方
法をも取り入れ一 言い換えれば ｢クリック&モルタ
ル｣方式を採用し-､ユーザとの良好な関係を保つ
努力をすることが如何に重要であるかということだ｡
③ NTTドコモ社
NTTドコモ社もまたiモー ドの活用によるWeb
Shoppingが大きく伸びている｡深沢報告によれば､
新潟県の場合にも､コンパクトHTMLとパケットネ
ットワークに因り､契約者数､サイト数､アクセス比
率のいずれの面でもiモードが爆発的に普及している
が､注目されるのは､特定のサービス分野を中心にし
てBtoCが伸張していることである｡ それはiモー
ド･クーポン･キャンペーン (2001年7月～9月)の
試みでも窺える｡それは､同キャンペーン期間中に新
潟県内900店以上の協賛店で利用者は割引を受けられ
るというものである｡その7月1日～8月31日までの
中間調査では､調査対象店舗数は445店舗であるが､
100店舗の集計値ですら1日当たりのアクセス数は
15,149件､実際の利用者数は273件とされており､利
用者の関心の高さが窺える｡利用者のPCからモバイ
ル (携帯)へのシフトを裏付けているとも云える｡ そ
のことはまた､サービスとくに地域を中心とする特定
のサービス分野では極めて強力なマーケット･プレー
スが成立し得るということを示唆していると云えよ
う｡
(彰インターネットコマース社
坪川報告によれば､インターネットコマース社のコ
ラボレーション･システムは､そもそも五泉地域のニ
ットメーカー問で製造仕様書､縫製仕様書､CADデ
ータ等の製造文書を一元的に管理し生産効率を上げる
ことを目的として開発されたものであるとされる｡そ
の意味で同社のコラボレーション･システムは本来
｢コラボレーション･ネットワーク｣に属していた｡
ところがその後それはインターネット･マーケテイン′
グに結びつくことによって消費者ニーズをリアルタイ
ムに掌握するためのネットワーク･システム-いわゆ
るクイック･レスポンス-へと発展していった｡ その
結果､今日ではむしろ ｢ユーザー ･オリエンテッド･
ネットワーク｣へと変貌を遂げかつBtoC取引のため
の有力な手段として期待されるに至っている｡前述し
たようにニット産業はOEM体制から脱却することが
経営戦略上至上命題となってお り､その意味で直販ル
ートの確立が急務とされているが､そうした中でこの
システムの重要性はとりわけ評価されるべきであろ
う｡さらにそれは､前述したオヤナギファッション社
の ｢無縫製システム｣並びに独自アイテムと結びつく
ならば両者の相乗効果を期待でき(注1)､ニット産業に
おける新しいビジネス ･モデル(注2)の形成を通じて
新潟県ニット産業再生にも大きく途を開く可能性を秘
めていると云えよう｡ (なお､インターネットコマー
ス社の｢BtoBtoC｣システムは､後述する ｢System
Supplier3｣論にも関わっている｡)
(3)｢コラボレーション･ネットワーク｣･｢ユー
ザー ･オリエンテッド･ネットワーク｣の双方
に係わるケース
この場合は､コメリ社の石沢報告､関マーク製作所
(｢PiPo｣)の関報告､ウチダユニコム社の星野報告､
明道社の明道報告の四つである｡
(丑 コメリ社
同社のSCMは ｢コラボレーション･ネットワーク｣
と ｢ユーザー ･オリエンテッド･ネットワーク｣の双
方に係わる典型的なシステムである｡ 石沢報告によれ
ば､同社のIT導入は1990年代初めには早くも本格化
し始めたが､その場合､経営管理システム､物流シス
テムそしてPOSシステムがほぼ同時に稼働していった
結果､バランスの取れたビジネス情報ネットワークシ
ステムとして発展してきたとされる｡こうした展開が
可能になった座由は､同社におけるネットワーク･シ
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ステムが同社独特の業態に別して展開することが可能
であったという幸運に恵まれたことも見落とせないよ
うだ｡すなわち同社の業態とは､全国的に展開するホ
ームセンターなるが故にそもそも自社の独自な販売網
を通じて自社製品の直販が可能であるというものであ
るが､そうした業態の下では上記の3システムが平行
してしかも自社内のシステムとして発展し得たのは当
然のことであった｡(尤も､石沢報告によれば､これ
らのシステム開発のための子会社 ｢ビット･エイ社｣
を早くも1990年には設立しシステム開発のコスト負担
軽減をいち早く計ったとされるが､こうした経営上の
先見性もまた同社の成功に貢献していることも見逃せ
ない｡)さらに同社の場合､園芸用品に観られるよう
に､いわゆるクリック&モルタルを通じて ｢ユーザ
ー ･オリエンテッド･ネットワーク｣システムが機能
したということも見落とせないのである｡かくして､
同社のSCMは調達 ･開発 ･生産 ･販売というほぼ全
てのビジネス ･プロヤスをカバーし､しかも双方向に
機能する一調達システムとしてと同時に販売システ
ムとしても機能する-というSCM本来の姿を達成し
得たのである｡ (従って同社のSCMシステムは､前述
したニット産業におけるSCM･CRMシステムをも内
包していると考えてよいであろう｡)最もこうした理
想的なSCMが同社固有の業態に因っているのだとい
うことも忘れてはならない｡そのことは､裏返せば､
こうした業態には必ずしも恵めれてはいない一多 く
の業態がそうであるが-他の業態ではこうした理想的
なSCMは必ずしも期待できないということを示唆し
ていると云えよう｡業態論は言い替えれば ｢ビジネ
ス ･モデル論｣であるが､コメリ･ケースでは､自社
の業態自体がIT化の促進要因をなしており､その意
味では前述したニット産業におけるような "IT主導
の新ビジネス ･モデル"ではなくむしろ "ビジネス ･
モデル主導のIT化"である一尤もIT化が業態におけ
る同社の優位性をさらに増巾させるという側面がある
ことも見落としてはならないが- と云えよう｡ この
ことは､IT化とビジネス ･モデルとの関係を一義的
に捉えることは必ずしも適切ではないということを示
唆していよう｡
② 関マーク製作所
関マーク製作所の関 浩一氏が中心 となって
｢piPo｣という名称のWebサイトを通じて主として県
央地域の金属加工業を対象にマーケット･プレースを
開設している｡ 尤も､対象品目が金属材料や金属部品
である以上そのマーケット･プレースは､BtoC取引
ではなくBtoB取引のためのものである｡ 従ってこの
場合のマーケット･プレースは､｢コラボレーショ
ン･ネットワーク｣と ｢ユーザー ･オリエンテッド･
ネットワーク｣の双方に共通したオープン型市場にお
けるそれであるということになる｡ そして関報告によ
れば､この場合､マーケット･プレース ･プロバイダ
ーの役割を果たすのは､｢ウエブ ･マスター (Web
Master)｣であるとされる｡そして､マーケット･プ
レースが両ネットワークに跨っている以上､Web
Masterの機能もまた二つの機能すなわち ｢ウエブ ･
マーケテイング (WebMarketing)｣機能と ｢パッケ
ージヤー (Packeger;製造技術の調整 ･統合者)｣機
能という二つの機能を求められることになる｡つまり
WebMasterは､一方では ｢インフォ･メディエータ
ー (Info-mediator;情報仲介業者)｣であり､他方で
は生産 ･開発ネットワークのコーディネーターでもあ
るということだ｡ かくして､金属加工産業におけるマ
ーケット･プレースには二つの課題があるということ
を明らかにしたという点で､｢PiPo｣は重要な論点を
提起しているのである｡さらにまた､WebMasterが
Infomediator機能を発揮する上でマーケット･プレー
ス上の信用保証や決済問題がネックとなっていること
が指摘されているが､このこともまた地域におけるマ
ーケット･プレース論における重要な論点を提起して
いると云えよう｡
③ ウチダユニコム社
星野報告の中で提起された ｢県央地域 『e-マーケ
ットプレス』の可能性｣は､マーケットプレース
｢piPo｣と同様､金属産業における ｢コラボレーショ
ン･ネットワーク｣と ｢ユーザー ･オリエンテッド･
ネットワーク｣に共通したオープン型市場でのマーケ
ット･プレースに着目したものである｡ 従ってそこで
もPackager機能が重視されている｡但し同報告は､
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それは､オープンなネットワーク環境の下でのマーケ
ット･プレースが成立してはじめて意味を持つもので
あり､現在の県央地域においては必ずしも現実性があ
るものだとは云えない､としている｡さらに注目され
るのは､･同報告が､直接マーケット･プレースの成立
を目指すよりも､むしろ､｢コラボレーション･ネッ
トワーク｣の下での非オープン型市場におけるBtoB
取引一 同報告ではそれを ｢プライベートBtoB｣と
呼んでいるが､要するにそれは後述する ｢エクストラ
ネット (Extranet)｣のことである- を集積地域ネッ
トワークの集合体として整備していく方がより現実的
なアプローチである､としている点である｡(なお同
報告は合わせて､その際､マーケット･プレース成立
の不可欠の要件として決済機能がありしかもそれが県
央地域においては未解決である以上､同地域としてそ
れを如何に解決するかが重要な課題だと指摘してい
る｡)
(彰明道社
期せずして以上の論点は明道社の ｢地域サプライチ
ェーンネットワーク｣構想においても提起されている｡
明道報告によれば､同構想は､県央地域における金属
加工品に係わる卸業者であるという同社の業態を活か
しながら地域SCMを目指したものであるとされるが､
そうである限りそこで想定されているマーケット･プ
レースもまた上述の ｢PiPo｣や ｢e-マーケットプレ
ース｣と同様､｢コラボレーション･ネットワーク｣
と十ユーザー ･オリエンテッド･ネットワーク｣の双
方に跨るオープン型市場を対象としたものになるのは
当然である｡同社が流通業者として出発している以上､
｢インター ･メディエーター (Inter-mediator;取引
仲介業者)｣からInfo一mediatorへ転身を計るという目
的をはっきり掲げているのは当然のことであるが､同
時に同社はその構想の中で ｢BTO (BuildtoOrder)｣
を唱え､その一環として､(イ)地域スタンダードベ
ース (商品データベース ･金型データベース ･設備デ
ータベース ･技術データベース等)の構築､(ロ)自
社サーバーによる運営､ネットワークシステムの構築､
(ハ)パッケージヤーの養成一などを ｢地域サプライ
チェーンネットワーク｣の課題として打ち出している｡
このことからも明らかなように同社の場合にも､
Info-mediatorとコーディネーターの二つを機能を模
索しているのである｡(なお､この場合のコーディネ
ーター機能が金属集積としての燕 ･三条地域における/
｢地域コーディネーター機能｣でもあり､従って､
Info-mediator機能も ｢地域Inf0-mediator機能｣でも
あるという点が重要である｡ その場合､｢地域サプラ
イチェーンネットワーク｣構想における ｢地域｣の展
開のあり方が同構想の成否を決めると云っても過言で
はないであろう｡すなわち地域展開における重層性が
重要なのである｡重層性とは､一方で集積地域内にお
ける内延的展開を計ることによってネットワークを
｢深化｣させるとともに､他方では集積地域外への外
延的展開を通じてネットワークを ｢ボーダレス化｣さ
せることであるが､そうした展開に成功を収め得れば､
それは､後述する ｢SystemSupplier3｣論にも関わ
ることになるからだ｡)
なお､関マーク製作所 ･ウチダユニコム社と明道社
によって打ち出された金属産業における ｢ビジネス情
報ネットワーク｣における二重機能問題は今後の展開
における重要な論点として注目しておかなければなら
ないであろう｡こうした二重性はある意味では金属 ･
機械産業に共通したものであるとみなせるからだ｡
(4)上記以外のケース (富士通新潟システムズ社 ･
北越銀行 ･NSコンピュータサービス社 ･NTT
東日本社 ･日本化学工業協会 ･マイクロソフト
社)
この他それぞれの分野 ･問題に関して以下の報告が
行われた｡ /
① まず富士通新潟システムズの桑原報告では､企
業経営における ｢ネットワーク ･マネジメント｣が
｢ナレッジ ･マネジメント｣へと変容を遂げようとし
ている様子が同社の事例を通じて具体的に説明された
が､それは､｢ナレッジマネジメント｣論が情報共有
化時代の人的資源有効活用論であり従って知識社会に
おける知的資源活用論にも繋がるということを考慮す
るならば､興味深い指摘だと云えよう｡
② 次に北越銀行の風巻報告は､｢ビジネス情報ネッ
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トワーク｣を通じて銀行とりわけ地方銀行の営業戦略
が従来の ｢テリトリー別営業戦略｣から ｢マーケット
別営業戦略｣さらには ｢ダイレクトチャネル戦略｣-
それは同時に金融における ｢ワンストップショッピン
グ｣化でもある-への変化を如何に余儀なくされてい
るかを同行の事例を通じて明快に説明したものであ
る｡さらにまた､膨大な情報量の中から重要なものを
見抜く感性を磨くことも大切だという指摘も傾聴に催
しよう｡
(彰 またNSコンピュータサービス社の木村報告は､
長岡市における商店街活性化の一環としての ｢地域
WebMarketinng｣の試みを紹介し､商店街への地域
住民の関心や再認識を集めているとされた｡
④ さらにNTT東日本社の玉木報告は､新潟県にお
ける ｢ビジネス情報ネットワーク｣発展のためのイン
フラ整備とくにブロードバンドの重要性を指摘してい
る｡
⑤ 日本化学工業協会の伊藤報告は､｢ボーダレス ･
コラボレーション｣論- とくに北東アジアにおける
｢ボーダレス ･コラボレーション｣論- を展開してい
る｡(なお､伊藤報告については次章で再論する｡)
(むマイクロソフト社の溝口報告については､第4
章の提言部分に係わるので､そこで改めて取り上げる
ことにする｡
(5)まとめ
以上がフォーラムの論点整理である｡要するにそれ
は､(イ)ネットワークの種類としては､基本的には
コラボレーションネットワークとユーザーネットワー
クの二つに整理することができる､(ロ)取引タイプ
としては､BtoBに重点が置かれている､(ハ)BtoB
の中でもとくに非オープン型市場における取引を中心
としている､(ニ)従って､非オープン型市場におけ
るBtoB取引のあり方が新潟県における ｢ビジネス情
報ネットワーク｣発展にとって一つのカギを握ってい
る- ということである｡ところで､非オープン型市
場におけるBtoB取引というのは､要するにエクスト
ラネット (Extranet;企業間情報ネットワークシス
テム)を通じての企業間取引に他ならない｡従って､
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そのことは ｢ビジネス情報ネットワーク｣のあり方は
実はエクストラネット取引のあり方に深く関わってい
るということを示唆している｡そこで論点整理から引
き出される含意は､エクストラネットのあり方をどう
考えるのかということが｢ビジネス情報ネットワーク｣
における最も重要な課題の一つとされなければならな
い､ということである｡つまり､問題の核心の一つは
エクストラネット論にあるということだ｡そこで､わ
れわれはエクストラネット論を改めて考察しなければ
ならない｡だが､この間題を取り上げるに当って､見
落としてはならないのは､もう一つ重要な論点が残さ
れているということだ｡つまりそれは､｢ビジネス情
報ネットワーク｣論の前提にあるグローバリゼーショ
ンをとくにIT化との関連でもう少し掘り下げて考え
ておく必要があるということだ｡(グローバリゼーシ
ョンへの対応を目的変数とするEC類型化論の場合に
は､このことはなおさら重要である｡)無論､フォー
ラムの論議の中でもこの点が全く無視されていた訳で
はない｡伊藤報告において論じられた ｢北東アジア･
ボーダレス ･コラボレーション｣論が正にそれである｡
ここではそうした論議を踏まえつつ､さらにそれを少
なくともアジアに迄広げて補足的に敷街しておく必要
がある｡
そこでわれわれは､｢ビジネス情報ネットワーク｣
のグローバルな展開とくにアジアにおけるそれを観察
し､そうした展開がわれわれの ｢ビジネス情報ネット
ワーク｣とりわけエクストラネットのあり方にどのよ
うな意味を持っているのかを以下で考察することにし
よう｡
(注1)そのことは､SCMとCRM [Consummer
RelationshipManagement]の融合を意味し
ており-つまりそれはECにおけるBtoB取
引からBtoC取引への発展を意味しており
-､従ってニット産業における直販体制の強
化に繋がることになる
(注2)なお､このニット産業におけるビジネス ･モ
デル論は､ITが主導した新ビジネス ･モデル
であり､その意味で後述するコメリ･ケース
におけるビジネス ･モデル論とは趣をことに
している､ということにも注意を払っておく
必要があろう｡
3.アジアにおける ｢ビジネス情報ネットワーク｣の
展開
以下ではまず､｢ビジネス情報ネットワーク｣の展
開状況をグローバルなレベルと､アジア地域のレベル
の両面から観察することによって､われわれは､アジ
アにおける ｢ビジネス情報ネットワーク｣の急速な発
展ぶりさらにはその巨大な潜在的発展カー 尤もこう
した発展状況や発展力は "ITバブル崩壊"に因る不
況に苦しむ日本経済の現状からはなかなか想像しがた
いことだが-を直視すべきであるということを指摘し
ておこう｡
(1)グローバル ･レベルでの ｢ビジネス情報ネット
ワーク｣
ここでは問題を､ITインフラの拡大､IT市場の発
展､｢IT革命｣の進展そ してEC (Electronic
Commerce)の展開一前述したようにECは取引関係
を通じた ｢ビジネス情報ネットワーク｣システムに他
ならない- の四点に予め整理しておく｡
① IT化
世界のITインフラの動向を観る時､その急速な発
展ぶりに改めて驚かされる｡インターネットのユーザ
ー数は､世界全体で2000年末現在4億700万人に達し
ているが､これは2000年1月に比較して64%､さらに
1998年12月に対しても17%と急増した結果である(荏
1)｡パソコンの也荷台数も2000年には1億3,470万台
に上るが､これまた前年に比べて14.5%増加しており､
ここ数年の年平均増加率も15%～25%を記録している
(注2)｡最後に携帯電話の急速な普及率も見逃せない｡
それは2000年末には6億5,000万契約数に達するもの
とみられており､前年比32.7%と99/98年の53.4%増に
引き続く急拡大ぶりである(注3)｡その結果､携帯電話
の普及数はパソコンの普及台数3億8,707万台 (1999
年末現在)(注4)の2倍近くに達している｡
世界のIT市場 も順調に発展 している｡ ICT
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(InformationandCommunicationTechnology)市場
の規模は､1992年には1.3兆 ドル､99年2兆ドル､2002
年2.5兆 ドル (予測)､04年3兆 ドル (予測)と拡大の
一途を辿っている(注5)｡
いわゆる ｢IT革命｣に関しても､景気後退下にあ
る現在のアメリカ経済からは今一つピンと来ないにし
ても決して無視してはならない事柄だ｡それを生産性
向上による経済成長率 (潜在成長率)の引き上げ効果
と理解するならば､それは少なくともこれまでのアメ
リカ経済においては明らかに現出している｡すなわち､
同国においては､IT産業のGDP比率は8% (1999年)
であったが､実質経済成長率に対するIT産業の寄与
率は30% (1999年)にも達しているのである｡
(参ECの発展
こうした急速なIT化を背景にしてECも大きく羽ば
たこうとしている｡例えばForresterResearch社の調
査によれば､2000年現在における世界のEC (Bto
B+BtoC)市場の規模は､6,570億 ドルと推計されて
いるが､2004年にはそれは約10倍に急増し6兆7,898億
ドルにも達し､全取引に占める割合も8.6%に達するも
のと予測されている｡ 無論､アメリカ経済の景気後退
や日本経済の不振ぶりさらにそれらの影響を強く受け
た現在の世界経済の状況から推せば､ECの規模が僅
か4年間で10倍に膨らむというのは些か楽観的に過ぎ
るであろう｡だが､そうした急増が主としてアジアに
おける急拡大によって支えられるのだとすれば (図表
2参照)､そのテンポはともかくとしても､ECの発展
自体を否定する訳にはいかないであろう｡
(2)アジアにおける ｢ビジネス情報ネットワーク｣
世界における今後のECの発展がアジアにおけるそ
れによって大きく左右されようとしているということ
からも窺えるように､アジアにおける ｢ビジネス情報
ネットワーク｣の発展ぶりは今やグローバルなレベル
を凌ぎかつそれを主導するという様相すら呈している
のである｡しかも ｢ビジネス情報ネットワーク｣は､
アジアにおいては今や経済圏形成にも深く関わってい
るといことも見落とせない｡これらの点を以下で確か
めてみよう｡
図表2 世界のEC(BtoB+Bloc)市場規模の拡大予測
(10億USドル)
7,000
6,000
5,000
4,000
3,000
2,000
1,000
0
2000年 2001年 2002年 2003年 2004年
(10億USドル)
2000年 2001年 2002* p 2003年 2004年
北 米 509.3 908.6 1,495.2 2,339.0 3,456.4
アメリカ 488.7 864干1 1,411.3 2,917.2 3,189.0
カ ナ ダ 17.4 38.0 68.0 109.6 160.3
アジア.大平洋 53.7 117.2 286.6 724.2 1,649.8
日 本 31.9 64.4 146.8 363.6 880.3
オーストラリア 5.6 14.0 36.9 96.7 207.6
韓 国 5.6 14.1 39.3 100.5 205.7
台 湾 4.1 10.7 30.0 80.6 175.8
西ヨーロッパ 87.4 194.8 422.1 853.3 1,533.2
ドイ ツ 20.6 46.4 102.0 211.1 386.5
イギリス 17.2 38.5 83.2 165.6 288.8
フランス 9.9 22.1 49.1 104.8 206.4､
イタリア 7.2 15.6 33.8 71.4 142.4-
オランダ 6.5 14.4 30.7 59.5 98.3
そ の 他 25.9 57.7 123.4 240.8 410.8
(注)1.端数は切り捨てているため合計は一致しない｡
2.1ドル-109.42円 (2000年)
<資料> ForresterResearch
(出所)(財)日本情報処理開発協会 『情報化白書』(2001)p.404より
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2004年の全取引に
占める割合 (%)
①急速なブロードバンド化
まずインフラの面では世界的なITの拡大に決して
ひけを取ってはいない｡アジア(注6)におけるインタ
ーネットユーザー数は､2000年 (見込み)で4,870万
人に達しており､その結果､対地域別世界シェアは
12.0%とアメリカ･カナダ､西ヨーロッパに次ぐ地位
を確保している(注7)｡さらに今後ユーザー数は2004年
には2000年に対して約3倍へと急拡大するものと予測
されている(注8)｡また普及率では､シンガポール
36.2%､オーストラリア26.3%､台湾22.8%､香港19.7%､
韓国17.9%という順になっている(注9)｡ さらにユーザ
ー規模では､インド47.0% (2004年迄の複合成長率見
通し)､中国36.6% (同)と両国が最も有望視されてお
り､その後を日本と韓国が追っている(注10)｡
アジア(注11)におけるパソコン普及台数は1999年現
在で7,404万台であり､対地域別世界シェアは21.6%と
やはりアメリカ･カナダ､西ヨーロッパに次いでいる
(注12)○
アジア(注13)における携帯電話ユーザー数は1999年
現在で1億5,130万人に上っており､対地域別世界シ
ェアは31.9%とすでに世界1の地位を獲得している(注
14)○
こうした中で､アジア(注15)においてもブロードバ
ン下が急速に発展していることが見逃せない｡ブロー
ドバンド数は2000年には前年に比べて約10倍の760万
人に達する見込みであるが､2004年にはさらに急増し
3,500万人に達すると予測されている(注16)｡国別に観
ると､韓国をはじめとするアジアNIESの比率が急上
昇している｡さらにDSL (DigitalSubscriberLine)
主導のインフラ整備が行われている｡ 例えば2004年の
ユーザー数 (3,500万人)の内訳をみてみると､
CATVが1,400万人 (日象の場合CATV主導)に対し
てDSLは2,000万人程度とされている (このうち韓国
は1,400万人であり､従って同国の場合はDSL主導で
ある)(注17)0
②義動する華人EC
そうした中でわれわれはアジアにおけるECの発展
およびその性格に注目しておかなければならない｡何
故ならば､それは日本を含めて今後のアジアにおける
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産業 ･経済のあり方に深く関わっているからだ｡まず
EC市場の急成長ぶりから観ておこう｡ アジア (注18)
におけるEC (BtoB+BtoC)市場規模は2000年に
は400億 ドル弱に過ぎないが､2004年にはそれが少な
くとも約10倍に拡大すると予測されているのである
(蜘 9)｡無論こうした予測は上述したように些か楽観
的に過ぎることは否めないが､それでもなお､それが
かなり急速に伸びる潜在的な可能性を秘めているとい
うこと自体は否定し難いのである｡
そして注目すべきは､こうしたEC市場の発展の中
で華人ネットワークが急速に台頭せんとしていること
だ｡すなわち､シンガポール､香港､台湾などのいわ
ゆる華僑からなる華人版 ｢ECネットワーク｣が虎視
耽々と登場の機会を窺っているのである｡その背景に
は､シンガポールにおける ｢ブロードバンド構想｣の
展開(注20)と中国の世界的生産基地化(注21)が重要な要
因として存在している｡
(彰アジア経済圏における "導管"としての ｢ビジ
ネス情報ネットワーク｣
このように､アジアにおいては､成長するEC市場
の獲得を巡る激しい主導権争いがアジア諸国 ･地域す
なわち日本(注22)､韓国(注23)さらには ｢華人｣地域 ･
国の間で繰り広げられる可能性が強まっているが､わ
れわれは､こうしたEC市場の発展及びそれを巡る競
争すなわち ｢ビジネス情報ネットワーク｣の展開状況
如何がアジアにおける今後の産業 ･経済発展のあり方
に深く関わっているということを見落としてはならな
い｡何故ならば､アジアにおいては現在､世界経済の
三極構造論的再編成すなわち "Tripartite"論の下で
経済圏形成が大きな課題になりつつあるが(注24)､ア
ジアにおいては経済圏形成の媒介機能として最も重要
なファクターとなるのは ｢ビジネス ･ネットワーク｣
であると想定されるので(注25)､その場合に "Conduit
(導管)"としての ｢ビジネス情報ネットワーク｣の役
割は極めて重要であると考えられるからである(注26)0
云うまでもないことだが､このことは､日本の産業 ･
経済発展のあり方にも深く関わっていると考えられ
る｡アジア経済圏形成の下では､産業構造の面でもま
た産業組織の点でもさらにまた産業集積上でもアジア
との共生を計る以外に日本経済の活路を見出すことは
Iti･早困難であるが- 言い換えれば､日本経済として
はアジア経済圏形成の中にしか自らの活路を見出す以
外に最早ないが-､後述するように､｢ビジネス情報
ネットワーク｣の面でのアジアとの共生如何は､これ
ら産業構造 ･組織 ･集積の面での共生ひいてはアジア
における新しい産業の創出自体をも大きく左右するこ
とになるからである｡
かくしてわれわれとしても､新潟県における ｢ビジ
ネス情報ネットワーク｣の展開とりわけエクストラネ
ットのあり方を考える際にも､アジアとの共生を如何
に計るのかということを重要な課題にしなけい訳には
いかないのである｡
(このようにわれわれは､｢北東アジア ･ボーダレ
ス･コラボレーション｣論とともに ｢アジア･ボーダ
レス ･コラボレーション｣論をも見据えておく必要に
迫られているのだが､この点をさらに敷延するならば､
｢北東アジア ･ボーダレス ･コラボレーション｣は
｢アジア ･ボーダレス ･コラボレーション｣の一環と
して再定義される必要があるということであろう｡)
(注1)(財)情報処理開発協会 『情報化白書』(2001)
p.372およびデータ編 図表1-2[p.399]より｡
(注2)同上p.373より｡
(注3)同上｡
(注4)同上 データ編 図表1-1【p.3981より｡
(注5)同上p.375より｡
(注6)この場合の ｢アジア｣とは､日本､韓国､香
港､台湾､シンガポール､インド､.オースト
ラリアからなる地域を指す｡
(注7)(財)日本情報処理開発協会 『情報化白書』
(2001)p.387およびデータ編図表1-7【p.402】よ
り｡
(注8)同上｡
(注9)同上｡
(注10)同上｡
(港ll)ここでの ｢アジア｣とは､日本､韓国､中国､
香港､台湾､シンガポール､マレーシア､タ
イ､インドネシア､フィリピンからなる地域
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を指す｡
(注12)(財)情報処理開発協会 『情報化自書』(2001)
データ編 図表1-1【p.398】より｡ 一
(注13)ここでの ｢アジア｣は (注11)と同じ｡
(注14)(財)情報処理開発協会 『情報化自書』(2001)
データ編 図表1-1【p.398]より｡
(注15)ここでの ｢アジア｣は (注6)と同じ｡
(注16)(財)日本情報処理開発協会 『情報化自書』
(2001)p.387より｡
(注17)同上 p.387-388より｡
(注18)ここでの ｢アジア｣は (注6)と同じ｡
(注19)eMarketer社の予測によれば､｢アジア｣(注
6と同じ)のEC市場規模は2000年の394億 ド
ルから2004年には3,385億 ドルに達するとされ
ている ([財]日本情報処理開発協会 『情報化
白書』【2001】p.389)｡ なお､ForesterReseach
社によれば､2004年の市場規模は1兆6,498億
ドルと予測されている (同上 データ編図表1-
10【p.404】より)0
(注20)シンガポールは､アジア ･太平洋において最
初にブロードバンド構想に取り組んだ国であ
る｡ 同国はまず1992年に長期情報化計画
｢IT2000｣を策定したが､そこで早くも国内
広域帯ネットワーク構築計画 ｢シンガポール
ワン｣を実施している｡ 同国が他国に先駆け
てブロードバンドに取り組んだのは､同国が
アジア ･太平洋におけるECのハブ化 (中核拠
点化)を狙ったからである｡
(注21)中国はいまやアジア ･太平洋の中では日本と
並ぶ世界的な生産基地と化しつつある (詳し
くは､YasuhikoEbina｢Themarketing
strategyofJapanesetextileindustryanda
"newbusinessmodel-Focussingonthe
knitindustryinNigataPrefecture- "
【NigataUniversityofManagement『Journal
ofNigataUniversityofManagement』
No.8】<予定>を参照こと)｡
(注22)日本のEC (BtoB+BtoC)市場規模は､
ForesterReseach社によれば､2000年には319
億 ドルであるが､2004年には8,803億 ドルに達
すると予想されている ([財]情報開発センタ
ー 『情報化 自書』【20011データ偏 図表1-
10【p.404】より)｡ て
(注23)韓国のEC(BtoB+BtoC)市場は､やはり
ForesterReseach社によれば､2000年には56
億 ドルであるが､2004年には2,057億 ドルに達
すると予測されて いる (同上)｡
(注24)県立島根大学 ･北東アジア地域研究センター
『国際シンポジュム』(2001年10月9･10日開催)
における筆者報告 (日本評論社より出版予定)
参照｡
(注25)とくに､アジア共生型産業構造 ･組織 ･免積
の形成を積極的に推進しようとするのであれ
ば､｢ビジネス ･ネットワーク｣は不可欠であ
る｡詳しくは､拙稿 ｢日本経済の再生と東ア
ジア 『ー束アジア産業集積地域ネットワーク』
の提唱-｣(初岡昌一郎 ･地名保彦編著 『ア
ジアの経済と社会- ｢ソーシャル ･アジア｣
を求めて-』[明石書店､1998年6月刊])
p.35-95お よび(財)環 日本海経済研究所
【ERINA]『北東アジア経済会議2002イン新潟』
(2002年1月28･28日開催)における筆者発言
要旨を参照のこと｡
(注26)経済圏に対するビジネス ･ネットワーク論的
アプローチにおいては､｢Conduit(導管)｣
概念が重要な意味を持つことになる｡ その場
合 ､ 基 幹 的ConduitはGoodsConduit､
InformationConduit､FundsConduit(ない
しはFinancialConduit)の三つ- しかもそれ
らは相互に関連 し合っている- からなる｡
｢ビジネス情報ネットワーク｣はその中の
Informationcounduitに属しており､しかも
他の二つの基幹的Conduitと深 く関わってる
という点が重要であを?なお､｢Conduit｣概
念に関しては､拙稿 ｢ネットワーク ･マネジ
メント論と新潟県集積企業の課題-『重層的
情報ネットワークシステム』の提唱-｣(新
潟経営大学 ･地域活性化研究所 『地域企業情
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報ネットワークシステムの研究』【1999年11月
刊】)p.6-7を参照のこと｡
4.アジア共生型 ｢ビジネス情報ネットワーク｣の提
唱一 新潟県ネットワークの展開方向一
以上で述べたように､われわれはアジア共生型 ｢ビ
ジネス情報ネットワーク｣形成を自らの戦略的課題と
しなければならないのであるが (尤も､その場合の
"戦略"とは､いわゆる東アジアへの対応と北東アジ
アへの対応の双方を含むという意味で ｢二重戦略｣と
いう性格を帯びているということにも留意しておかな
ければならないが)､そのことは､われわれのエクス
トラネット論に関しても､それがアジア共生型 ｢ビジ
ネス情報ネットワーク｣の一環をなすものでなければ
ならないということを意味している｡ そこでエクスト
ラネットを中心としたアジア共生型 ｢ビジネス情報ネ
ッ トワー ク｣す なわちABIN (AsianBusiness
InformationNetwork)を構想しなければならないの
だが､この間題に取り組むに当たって､まず､筆者の
構想を全体のフレームワークとして提示しておきた
い｡次いで､それに対して新潟県が如何にアプローチ
すべきかという問題を同県の代表的な産業である中越
地域における金型産業を取り上げて検討してみること
にしよう｡ 最後に､構想実現の成否を左右する上でキ
ー ･フ ァクター となるであ ろ うと想定 され る
｢SystemSupplier(システム ･サプライヤー)｣のあ
り方について考えてみることにしよう｡
(1)｢アジア ･ビジネス ･インフォーメーション･
ネットワーク (AsianBusinessInformation
Network;ABIN)｣構想
かって筆者は､北東アジア情報ネットワーク構想す
な わ ちNEANX (NorthEastAsianNetwork
exchange)構想を提示した (注1)｡それは中小零細企
業の活性化を目的とする共通情報ネットワークシステ
ムー いわゆる情報インフラストラクチャー一構想で
あった｡だがそれは､本稿が掲げるアジア共生型 ｢ビ
ジネス情報ネットワーク｣構想における情報インフラ
ストラクチャーとも平灰が合っていると筆者は考えて
いる｡そこで同構想を今回の構想に重ね合わせて考察
してみることにしよう｡ そうした目的のために､先ず
旧構想を今回の構想に転用してみるとChart1(本稿
木尾掲載)の通 りとなる｡要するに､NEANXをA-
NX (Asian-Networkexchange)(注2)に変更するだ
けで内容上は今回の構想としてもほぼ全面的に採用可
能なのである｡
そこで､ABIN構想のイメージを明確にするために､
同構想における重要な3つのポイントを同国に沿って
以下で説明しておこう｡
第1のポイントは､現在の ｢ビジネス情報ネットワ
ーク (BusinessInformationNetwork;BIN)｣の下
では､｢系列取引｣が固定化されるのみならず場合に
よっては強化さえされかねない "危険性"が存在する
という点だ｡図 (本稿末尾掲載のChart1-【1]参照のこ
と)が示しているように､グローバル企業を中心とす
るOEMs(OriginalEquipmentManufacturings)体
制下のSCMによって主導された現在の ｢ボーダレ
ス ･コラボレーション･ネットワーク｣(この場合は
非オープン型市場を前提としているので図では ｢エク
ス トラネットト Ⅱ [ExtranetI･Ⅱ]｣として表示さ
れている)の下では､OEMs(図では ｢マニュフアク
チュエラー1･2【Manufacturerl･21｣によって代表さ
れている) とSMEs(Small&Medium-sized
Enterprises;小 ･中規模企業､図では ｢パーツ ･サ
プライヤー1･2【PartsSupplierl･21｣によって代表さ
れている)の取引関係は垂直的 ･片方向的である｡ こ
の場合､｢デリバラ-1･2[Delivererl･2]｣は物流面で､
｢ファイナンシャル ･グループ1･2【FinancialGroupl･
2】｣は金融面で､そして ｢システム ･サプライヤー1･
2【SystemSupplierl･21｣(｢SystemSupplier｣とは要
するに広義な意味でのInf0-mediatorと考えておけば
よい)は情報流通面で､そうした取引関係をそれぞれ
補完する役割を果たしている｡ そして取引関係が何故
垂直化し片方向化するのかと云えば一 実際のところ
現在の ｢系列取引｣の殆どがそうであるが-､現在
のBINを支えている ｢Extranet｣が専らプライベー ト
な ｢Extranet｣のみから成 り立ってお り､その結果
SCMを通 じてのデータ交換一 後述するように広義の
｢データ交換｣には単なるデータの交換だけではなく
ソフトの互換性､セキュリティ一 ･品質 ･性能におけ
る信頼性の保障､さらには設計情報の変更の円滑化ま
でもが含まれている- がクローズ ド化し非標準化し
ているためである｡ しかもこうした垂直的 ･片方行型
BINシステムの下では､既存のネットワークの殆ど全
てが そ うであ る ように､ ネ ッ トワー クがVPN
(VerticalPrivateNetwork)化するのみならず､
OEMsとSMEsとの間に "デ ジタル ･デバ イ ド
(DigitalDivide)"が発生し､その結果､取引関係は
ますます垂直化し片方向化するという悪循環に陥る
"危険性"すら存在しているのである｡
第2のポイントは､上記の "危険性"を回避するた
めには非営利性を伴ったExtranetの介在が必要であ
るということだ｡つまり､現行システムすなわち垂直
的 ･片方向型BINシステムを水平的で双方向型のそれ
に転換するためには､取引関係の庫にプライベー トな
｢Extranetl･2｣だけではなくある種の非営利性を付
与 された-つまり何 らかの社会性を付与 された-
｢Extranet Ⅲ｣を新たなプレイヤーとして参入させ
る必要性があるということだ｡その場合 ｢Extranet
Ⅲ｣は､BINの中ではオープンでしかも標準化された
データ交換を可能にするという役割を担うことにな
る｡ こうしたデータ交換が可能になれば､それに依拠
したBINもまた新たに水平的 ･双方向型BINへと転身
を遂げることになる｡ さて､われわれの課題がアジア
共生型の ｢ビジネス情報ネットワーク｣の形成にある
ということは前述した通 りであるが､だとすればこの
水平的 ･双方向型BINもまたアジアにおけるそれでな
ければならない｡つまりその場合のBINは同時に
ABIN (AsianBusinessInformationNetwork)でな
ければならないという訳だ｡ところで水平的 ･双方向
型BINがそもそもオープンでかつ標準化されたデータ
交換に依拠 しているということは､BINがABINに転
化する以上このデータ交換もまたアジア裏で行われな
ければな らないのは当然であ る｡ それがA-NX
(Asian-Networkexchange)に他ならない｡以上の
関係を図示したのがChart1-【21(本稿末尾掲載)であ
る｡ この新たな水平的 ･双方向型ABINシステムの下
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では､単一の通信回線プロトコロに依拠したA-NXを
通じてオープンで標準化されたネットワークが形成さ
れる結果 (図表 3参照)､上記の垂直的 ･片方向型
BINシステムの下で発生する悪循環は逆転し､OEMs
とSMEsとの間には新たに "デジタル ･オポチュごテ
ィー (DigitalOppotunity)"が発生し､それはまた取
引関係における水平化 ･双方向化との間に好循環を生
み出す-つまり ｢系列取引を超えた取引｣を新たに生
み出しかつそれを活発化させる-ことになる｡ ところ
で､ABIN下でのオープンで標準化されたデータ交換
が可能になるためには､パーツ ･サプライヤーとして
はさらに､｢系列を超えた取引｣が不可避的に伴う
"ネットワーク重複投資"を経済的負担軽減という観
点からも回避することが必要となるが､そのためにも
A-NXが不可欠であることを指摘しておかなければな
らない｡(因みに､【財]日本自動車工業界の調べによ
れば､自動車産業における大手 ･中堅のパーツ･サプ
ライヤー-その殆どが ｢ティアⅠ｣[二次部品供給者】
からなる-の場合ですら､調査対象の200社平均で観
て､パーツ･サプライヤー1社当たりアセンブラー3
社と電子データ上の取引関係- つまりネットワーク
関係 - を余儀なくされていると報告されているが
[蔵永泰彦 ｢日本の自動車業界標準ネットワーク
『JNX』の構築｣参照]､このことは､単純に考えれば､
｢ティアⅡ｣以下のパーツ ･サプライヤーの場合には､
｢系列取引｣から ｢系列を超えた取引｣に移行すれば､
たちどころにその数倍のネットワーク回線の保有を余
儀なくされ､従って下位のパーツ ･サプライヤーにい
くほどネットワーク化に伴う経済的な負担が不可避的
に増大する可能性がある､ ということを意味している
と云えよう｡)
第 3のポイントは､上記のA-NXのカギを握ってい
るのは ｢ExtranetⅢ｣における ｢SystemSupplier3｣
(柱3)であるということだ｡｢System Supplier3｣は
三つの極めて重要な機能を付与されている｡ そのこと
が､データ交換のオープン化と標準化を強力に押し進
めかつそれをアジアに迄拡大していくことに繋がって
いる｡ では三つの機能とは何か｡一つは産業別データ
交換機能である｡ 二つにはビジネス ･サービス面での
機能である｡ 三つには以上の産業別機能とビジネス ･
サービス機能とのクロスオーバー機能である｡ この場
合､三番目の機能は相乗効果 ･相乗作用の発揮に結び
つ くということにとくに留意しておくべきである｡
Chart1-【3】(本稿末尾掲載)は ｢System Supplier3｣
が持つ以上の三つの機能を図示 したものである｡
｢SystemSupplier3｣は､こうした三つの機能の発揮
を通じて､(イ)まずデータ交換のオープン化と標準
化を強力に推進する､(ロ)そのためには､単なる
Info-mediatorに止まることなく開発 ･生産面でのコ
-デイネタ一機能をも発揮する､(ハ)その結果､産
業構造､産業組織さらには産業集積のあり方にも影響
を及ぼすことによって､アジア共生型産業構造 ･組
織 ･集積の形成にも重要な役割を担う-ことになるの
である｡ (上記三つの うちの最後の点す なわち
｢System Supplier3｣がアジア共生型産業構造 ･組
織 ･集積に影響を及ぼすという問題は､二つの意味で
とくに重視しなければならない｡一つは､そのことが､
｢ビジネス情報ネットワーク｣をしてアジア共生型産
業構造 ･組織 ･集積の形成に対して重要な役割を果た
させるからであり､もう一つは､｢ビジネス情報ネッ
トワーク｣の役割の中にはアジアにおける新産業すな
わち ｢融合産業｣を創出するという役割も含まれてい
るからである｡ITが持つ融合 ･統合機能は､｢情報｣
と､他の分野の産業 ･技術すなわちシステム ･マテリ
アル ･ライフサイエンス ･エネルギー ･環境などとの
融合 ･統合を通じて新たに ｢融合産業｣､｢融合技術｣
を創出するが､｢ビジネス情報ネットワーク｣はそれ
を加速する役割を担っているのである｡ [福川伸次
｢< どうす る空洞化 >モノづ くり文化で磨け -
SMILE技術開発に期待-｣<日本経済新聞2002年1
月13日>参照｡])こうした ｢System Supplier3｣の
役割を通じて､｢ExtranetⅢ｣もまた水平的 ･双方向
型ABINを形成する上で重要な貢献を行うことが可能
になる｡ 何故ならば､｢SystemSupplier3｣が発揮す
る機能を通じて､｢ExtranetⅢ｣の基盤をなすA-NX
がアジアにおける単なるデータ交換のための情報イン
フラストラクチャーとしてだけではなく､水平的 ･双
方向型のABIN形成を積極的に支援するための情報イ
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ンフラストラクチャーとしての役割をも果たすことに
なるからだ｡
(2)ABIN構想と中越金型産業
次に､中越金型産業がこのABIN構想の中でどのよ
うに位置づけられまた如何なる役割を演じ得ることに
なるのかという問題を検討してみよう｡ ここで敢えて
中越金型産業を取り上げたのには三つの理由がある｡
一つは事例研究としてである｡二つには､上記の
｢SystemSupplier3｣の第一の機能に則した産業別ア
プローチとしてである｡ 三つには- この点が最も重
要だが-､アジア共生型 ｢ビジネス情報ネットワー
ク｣を新潟県として模索する場合に前提となる三つの
条件を充たす上で中越金型産業が最適任であるという
ことだ｡三つの条件とは､産業構造 ･産業組織 ･産業
狼積という三つの面でのアジア共生論のことを指して
いるが､こうした共生論と ｢ビジネス情報ネットワー
ク｣共生論とを結びつける ｢ノルド (結節点)｣の役
割を新潟県が幸いにも持ち得るとすれば､それは､少
なくとも中越金属産業就中金型産業抜きにはあり得な
いと考えられるからだ｡要するに金型産業の戟略性を
重視すべきだということである｡
そこで､われわれわは事例研究を取り上げた第2章
に今一度立ち戻ろう｡そこでは ｢ビジネス情報ネット
ワーク｣の類型モデルに別して個々のケースの類型化
を試みたが､中越金型産業はその中で一体どのように
位置づけられるべきなのか､ということを確認しなけ
ればならないからである｡
この点を明らかにしたのが下図 (図表4)である｡
EC類型化モデルに別して中越金型ECの特性を検証し
てみると以下の通りである｡ 第1点は､それが ｢コラ
ボレーション･ネットワーク｣であるということだ｡
すなわちそれは､現時点では､ネットワークの種類と
しては ｢コラボレーション･ネットワーク｣に属して
おり､市場の性格に関しては非オープン型市場であり､
従ってそこで利用されるITはCADデータ交換および
WebEDIであり､最後に取引タイプについてはBto
Bである- ということだ｡なお､前述した事例研究
におけるツバメックス社のソリッド･データ･ネット
ワークをベースにした ｢コラボレーション･ネットワ
ーク｣は､正にこの点に対応していると考えられる｡
第2点は､それが ｢ボーダレス ･コラボレーショ
ン･ネットワーク｣-と発展する可能性を秘めている
ということだ｡金型産業の中でも比較的中小の金型企
業が集積する中越金型集積が生産ネットワークのグロ
ーバル化に対応していくためには､｢重層的生産ネッ
トワーク｣の形成以外にないと考えられるが､それを
可能にするためには､技術 ･生産連関の高度化 ･グロ
ーバル化が不可欠である(注4)｡その場合､高度化 ･グ
ローバル化に対して媒介機能を発揮する役割を担って
いるのが ｢中越金型EC｣に他ならない｡その際重要
なのは､中越金型集積が北東アジーアにおける有力な金
属加工基地であるという点だ｡中越金型集積は､単に
中越地域における金型集積であるだけではなく､北東
アジアさらにはアジアにおける金属加工基地でもある
というその立地上の優位性を極力活用すべきなのであ
る｡ しかも金型産業が持つ二重性を考慮すれば立地上
の優位性はさらに重要な意味を持つと考えられる｡そ
うした観点からするならば､上記の ｢コラボレーショ
ン･ネットワーク｣は ｢ボーダレス ･コラボレーショ
ン･ネットワーク｣へと発展することは不可欠であり､
のみならずそれを通じてアジア共生型産業構造 ･産業
組織 ･産業集積の形成に中越金型集積が重要な役割を
果たすことが期待されるのである｡ 上述のツバメック
ス社の ｢コラボレーション･ネットワーク｣が金型産
業における基盤性に依拠して ｢グループ･コラボレー
ション｣という性格を有するということは､こうした
文脈においても注目されよう｡
第3は､中越金型ECは将来的には非オープン型市
場からオープン型市場へと移行し､それとともにデー
タ交換就中WebEDIはマーケット･プレースに移行
する可能性を秘めているということだ｡この点に関し
ては､上述した ｢SystemSupplier3｣が果たす役割
が重要である｡ 何故ならば､ECとは本来 ｢業種EC｣
と ｢課題EC｣就中 ｢ビジネス ･サービス｣に係わる
ECとのクロスオーバーによって成り立っているので
あるが (注5)､ECが持つこのクロスオーバー機能とは､
正に ｢SystemSupplier3｣に付与されたクロスオー
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図表 3A-NX(Asian-Networkexchange)のコンセプト
(1)VPN(VerticalPrivateNetwork)下のネットワーク;従来のネットワーク
軒 昂 軍
(2)A-NX下のネットワーク;新しい環境の下でのネットワーク
[問題点]
複数の通信回線
異なる通信プロトコロ
接続の複雑さ
セキュリティ一･晶質･性能
における信頼性不安
設計変更の困難性
[問題点の解決]
単一の通信回線
プロコ トロの標準化
接続の容易性
信頼性保障
設計変更の円滑化
(注)A-NXのコンセプ トに関 しては､オリジナル ･コンセプ トとしてANX(AIAG [URL;htp:/www.
aiag.org/])､JNX (日本自動車研究所 『自動車産業の電子商取引に係わる共通基盤システムに関
する調査研究報告書』[1999年6月])､ENX(URL;htp:/www.enxo,com/)及びKNX(張乗換 ｢韓
国の自動車業界における情報ネットワーク化と国際連携｣【ERINA『情報通信ネットワークによ
る北東アジアの企業連携』<2001年3月>参照】などを参考にした｡
図表4 EC (電子商取引)の類型化と金型ECの特性
目的別ネットワーク(ネットワの種鰍 コラボレーション. ユーザー.オリエンテッド.
罰 市場の‖ (讐 トのプ 性格) ネットワーク.システム ネットワーク.システム
Btoa 非オープン型市場(cADデー タ交換･WebEDl) 非標準化素材.特注部品- J:(金型EC) (将;莱)■
オープン型 ■標準化素材.汎用部品十 .: 標準化素材.汎用部品(将来的には非標準化素材.特注部品をも含む)一金型EC)市場(MP) (金型EC)
BtoC MP 汎用製品(将来的には特注製品A ヽ 一
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バー機能に他ならない (本稿末尾掲載Chart1-【3】参
照)｡中越金型ECが ｢System Supplier3｣のクロス
I,1･-バー機能と結合 ･融合した場合､中越金型産業の
JfJl場構造が如何に変化するかを理論モデルとして措い
/=のがChart1-[4](本稿末尾掲載)である｡要するに､
現在の金型市場における取引関係は金型の部品供給構
造における階層性を反映してアセンブラーに対して金
型メーカーが垂直的かつ片方向的地位に甘んじている
が､クロスオーバー型ECの下では､金型産業が持つ
基盤性の故に金型メーカーとアセンブラーとの関係は
･一転して水平的 ･双方向的な関係へと移行するという
ものである｡このことは､中越金型ECと ｢System
Supplier3｣との結合 ･融合は､中越金型集積がアジ
ア共生型産業構造 ･組織 ･集積形成において極めて重
要な役割を演じ得るということを示唆していよう｡
(3)｢システム ･サプライヤー3[systemsupptier
3]｣の課題
そこで最後に､アジア共生型 ｢ビジネス情報ネット
ワーク｣であるABINの形成においてそのカギを握っ
ている ｢SystemSupplier3｣の課題について触れて
おこう｡
第1はデータ交換機能に関してである｡ この点を中
越金型産業におけるCADデータのケースを取り上げ
て考えてみよう｡中越金型産業においてもソリッド･
データ･システムは急速に浸透している｡ しかしなが
らこのシステムは､浸透すればするほど高度化し複雑
化するという特性を有している｡ その結果､高度化し
複雑化したソリッド･データの互換性問題もまた複雑
化し困難化することになる｡ そこでこの間題を解決し
ない限り､中越金型産業のソリッド化は大きな壁にぶ
つかるという事態に陥りかねないのである｡しかもこ
のソリッド･データの互換性問題は､ソリッド･デー
タがCAD/CAMシステムの急速な普及- それは今や
機械系製造業の殆ど全てに導入されている- ととも
に､さらにCAD/CAMシステム自体の高度化- それ
は今日ではCAD/CAE/CAM/CATシステムへと発展
しつつある一につれて､製造業の根幹に係わる問題へ
と波及し始めているという状況を考慮した場合､問題
2ー 1 -
は-金型産業に止まっている訳ではない｡それほど事
態は深刻なのである｡ (しかも､互換性の改善が求め
られているのはCADデータだけではないということ
も見落としてはならない｡アプリケーション･デー
タ/ソフトは､まずデータとしてはCADデータの他
にも設計 ･成形シミュレーション･データさらには受
発注データであるEDIデータがあり､さらにソフトと
してもWebアプリケーション･ソフトがあるなど､
広範かつ多岐に及んでおり､しかもこれらのデータ/
ソフトの殆ど全てに亘って互換機能の円滑化- さら
にそれに加えてセキュリティ一 ･品質 ･性能における
信頼性-が求められているのである｡)従って互換
性 ･信頼性問題の解決のためには､一つは互換ソフト
の開発､二つにはシステム間連携､最後にネットワー
ク間連携-などを通じての抜本的かつ総合的な解決策
が求められているのである｡ そこで ｢System
Supplier3｣としては､それらの中でも抜本的 ･総合
的解決策にとって最も重要な課題である最後のネット
ワーク間連携を通じて問題の解決に当たるべきであろ
う｡この点に関連して､自動車産業における共通情報
ネットワークシステム(情報インフラストラクチャー)
が､リージョナル ･ネットワークとして構築されつつ
あり､さらにそれがグローバル ･ネットワークへと統
合する可能性を秘めているということに注目しておか
なければならない｡すなわち､日本 ･韓国の自動車産
業におけるアセンブラーとパーツ･サプライヤーのコ
ラボレーションによってそれぞれ設立されたJNX(注
6)･KNX(注7)､アメリカの自動車産業における非営
利的データ交換システムANX(注8)､さらにはやはり
EUの自動車産業を中心にして発足したENX(注9)-
の三つのネットワークがそれぞれリージョナル ･レベ
ルで構築されつつあり､しかもそれらがグローバル･
ネットワークGNX (GlobalNetworkexchange)へ
と統合される可能性を強めている (ENX･JNX･
KNXはANXの "Down-grade坂"でありそもそも
"グローバル仕様"である)ということが重要である｡
自動車産業が有する戦略性を考慮すれば､このことが
ABINにとっても如何に重大な意味を持つかは容易に
想像できよう｡その意味でJNXとKNXは共に､リー
ジョナル ･ネットワークとしてのABIN構築と､それ
を通じてのグローバル ･ネットワーク形成に対して極
めて重要な役割を担っているのである｡
第2はASP (ApplicationServiceProvider)方式
の活用である｡この点も中越金型産業の事例を通じて
問題を取り上げてみよう｡ソリッド･システムの導入
には多額の費用負担が求められる｡ 例えば､中小規模
の金型製作所 (設計者10人程度)の ｢完全ソリッド化｣
に要する費用はハー ド機器 1台当たり総額2億円にも
達するとの試算が行われている｡こうした多額の費用
は中小企業や零細企業にとって大きな負担となること
は云うまでもない｡中小零細性がとりわけ顕著な中越
金型産業にとってはなおさらのことである｡そこでソ
リッド･システムをリース方式で導入することも工夫
されて然るべきであろう｡ASPは本来ソフトのリー
ス方式として開発されたシステムではあるが､この際
それをシステム ･リース全体に活用する可能性につい
ても検討されて然るべきであろう｡その場合､上記の
互換ソフトの開発および ｢インター ･ソリッド･デー
タ (‥nter-Solid-Data)｣システムの開発- それらも巨
額の費用を要する一 についても検討されるべきであ
る｡ そ うした意味でのASP機能の発揮 もまた
｢SystemSupplier3｣の重要な課題の一つとされなけ
ればならないのである｡ この点でマイクロソフト社の
演口報告で提起された ｢コラボレーション･ネットワ
ーク｣の一環としての "NETフレームワーク"に関
連して同社が推進する 『ドット･ネット戟略』に組み
込まれたASP機能はその包括性と基盤性から観て注
目しておく必要があるだろう｡
第3は保障機能に関してである｡ 市場における取引
は､単に財 ･サービス ･情報に係わる品質 ･性能 ･セ
キュリティーにおける信頼性の保障という問題の他
に､常に信用 ･決済 ･金融さらには保険など様々な金
融上の保障機能をも不可欠としている｡ ECにおいて
もそのことは当然求められているが､とりわけ ｢マー
ケット･プレース｣を通じてのオープンな取引におい
てはこの点は死活的な重要性を帯びることになる｡ そ
のことは ｢System Supplier3｣においても重要な課
題とされなければならない｡それは､物流と並んで
｢SystemSupplier3｣におけるプロバイダー機能の根
幹をなしているからだ｡(CSP機能が ｢Extranet｣仕
様と表裏の関係をなしているのはこのためである｡)
この点で､やはり上記のマイクロソフト社の 『ドッ
ト･ネット戦略』の一環をなす個人情報管理機能 ｢パ
スポート｣が決済機能を含む一連の保障機能にどのよ
うに関わるかが注目されるところである｡
最後にLCA論との関連性も見落とせない｡ITは､
少なくとも企業情報システムとしては､そもそも調
達 ･販売システムとしてのSCMと生産効率化システ
ムとしてのCALS(ContinuousAcquisitionandLife-
cycleSupport)の二大システムを根幹として発展し
てきたのであるが､その中のCALSは他方で環境事前
評価システムであるLCA (LifeCycleAssessment)
と親和性を有している｡何故ならば､両者ともライフ
サイクル論に依拠しているという意味で設計思想を共
有しているからだ｡そこで ｢System Supplier3｣を
介してCALS- それは今日ではCAD/CAE/CAM/
CATシステムへと発展しているが- とLCAの結合 ･
融合が可能になれば､ABINは環境保全の面でも大き
な役割を果たすことになる｡ この点で､やはり金属加
工基地でもある中越金型集積は､自動車の車体軽量化
等を通じてCO2排出量削減に関わるマグネシウム開発
にその得意とする難加工金属加工技術を活かして現在
鋭意取 り組んでいるが､その際､金型EC論の中にマ
グネシウム開発論をはじめとする新素材開発論を取り
入れることができるか否かは大いに注目されるところ
である｡
(注1)YasuhikoEbina｢TheVirtualManufacturing
andadesignofNorthEastAsianInformation
Network-Thewayhowwecanovercome
the"DigitalDivide"inNorthEastAsian
SEMs(Smal&Medium-sizedEnterprises)
andgetthe"DigtalOpportunity"forthem-J
(新潟経営大学紀要 [第7号<2001年3月>]
p.1-40参照｡
(注2)なおここで敢えて｢A-NX｣とするのは､後述
するように (注8参照)､ANX (Automotive
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Networkexchange)という用語が既に使わ
れており､それとの混同を避けるためである｡
(注3)｢SystemSupplier3｣は､四つの種類の
Provider(プロバイダー)機能からなる
"Info一mediator"である｡ 一つはISP
(InternetSurviceProvider;TCP/IPを共通
通信プロトコロとするネットワーク提供者)
機能であり､二つはCSP(CertifiedService
provider;セキュリティ一 ･品質 ･性能に対
する信頼性保障者)機能である｡ 三つ目は
ASP(ApplicatonSurviceProvider;適用業
務システム提供者)機能である｡最後は
MMP(MarketPlaceProvider;仮想市場提
供者)機能である｡ しかしながらこの場合注
意しなければならないのは､ISP､CSP､ASP
さらにMMPへとプロバイダー機能が高度化
するにつれて､System Supplierは単なる
"Info-mediator"から "SystemCoodinator"
へ と変容す るとい うことだ｡ (とくに､
SystemSupplierがMMP機能を発揮するに至
れば､｢Extranet｣自体がオープン化し､従
ってそもそも非オープン型市場を前提に成り
立っている ｢Extranet｣概念もまた変容を迫
られることになる､という点に注意を払って
おかなければならない｡)われわれがここで
"Info-mediator"としないで敢えて "System
Supplier"とするのはそのためである｡さら
に ｢SystemSupplierl･2｣が単にプライベー
トなプロバイダー機能であるのに対 して
｢SystemSupplier3｣は非営利的な性格を帯
びたプロバイダー機能であり､従って政策手
段としても活用され得るということにも留意
しておかなければならない｡(Yasuhiko
Ebina｢IbidJCapter4【Note29】<p.38>より｡)
そのことは､アジアにおける集積地域間
ABINを構築する場合に､その理論的裏付け
となるであろうポーターのダイヤモンド理論
と並んで重要な論点となろう｡ 以上の問題意
識に基づいて ｢SystemSupplier3｣の具体的
なイメージを画いてみよう｡ (ここでは日本に
おける ｢SystemSupplier3｣の可能性を探る
という意味で､専ら日本のケースを取り上げ
ることにする｡)まず業種別モデルとしては､
自動車産業が挙げられよう｡ 後述する (注6
参照)JNXがそれである｡ 次いで繊維産業に
ついて､NTT コミュニケーションズが興味
深い構想を提起している｡｢アパレル ･バルク
(ApparelArc)｣構想がそれである｡ すなわち
それは､アジア就中北東アジアけるコラボレ
ーションの進展により繊維業界共通の情報イ
ンフラストラクチャーに対するニーズが強ま
ってきていることを背景にして提案された
｢繊維 ･アパレル業界向け情報流通プラットフ
ォーム｣であり､技術的には､繊維 ･アパレ
ル業界のQR(QuickResponce)やEC化を加
速する上で不可欠な中核的技術であるⅩML
(extensibleMarkupLanguage)の標準化を
目指した共通ネットワークシステムである｡
しかしながらその基本設計思想は､繊維産業
のみならず､アジアにおけるコラボレーショ
ンを展開している他の業種就中機械金属産業
における ｢情報流通プラットフォーム｣にも
適用可能である｡ こうした業種別 ｢情報流通
プラットフォーム｣論は新潟県産業集積にお
いてもすでに登場し始めている｡ まず繊維産
業については､五泉ニット集積における ｢ロ
ーカル ･エクストラネット･システム (Local
ExtranetSystem)｣(本稿末尾掲載のChart2
を参照のこと)が挙げられる｡ それは､五泉
ニット集積の特質である多階層産業構造一五
泉ニット産業は調達 ･生産 ･流通 ･販売の多
階層からなっている- をネットを通じて統合
し､新たにSCM ･CRM (Consummer
RelationshipManagement)システムを造り
上げようというものである｡それがボーダレ
スなシステムとして発展するならば､｢Local
ExtranetSystem｣もまた地域版ABINへと発
展し得るが､その際､インターネットコマ-
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ス社が ｢情報流通プラットフォーム｣の役割
を担うことになれば､同社はニット産業版
｢SystemSupplier3｣として位置づけられる
ことになろう｡ また金属産業においても､前
述したように､明道社の ｢地域サプライチェ
ーンネットワーク｣構想は集積地域レベルか
ら ｢SystemSupplier3｣へと発展する可能性
を秘めているのである｡以上で述べたような
意味で､｢System Supplier3｣の一つのモデ
ルとして ｢情報流通プラットフォーム｣構想
を研究する価値はあると云えよう｡(｢アパレ
ル ･アルク｣構想については､㈱NTTコミュ
ニケーションズ ･ソリューション事業部 『中
国進出日系企業向けのインターネットを利用
した業界別電子商取引の紹介』[2000年4月27
日]及び〔一｢ApparelArc-ⅩML普及協会設立
について｣[URL;http://www.qr-Ⅹml.org/
kyougikail.html]を参照のこと｡なお自動車
産業にらいては､三菱商事が後述するANX
[注8参照]と提携して ｢アジア版ANX｣構
想を推進しようとしていると報じられている
[日本経済新聞2001年9月12日参照]ことも付
記しておこう｡)次にクロスオーバー型モデル
としては､NTTデータ社が計画している
｢GSJ(GlobalSupplyChainNetworkof
Japan)｣構想が挙げられよう｡ それは､各種
メーカーや海運､陸運会社をネットを通じて
接続し､資材 ･部品調達から生産 ･物流まで
を網羅するSCMであるとされる｡その場合､
ネットワーク部分を共通基盤とすることで､
各社別SCM構築コストを大幅に引き下げるこ
とを狙いとしているとされる｡ そしてそうし
た基盤的SCMシステムを運営するための新会
社の設立が計画されているということである｡
だが､その新会社は単にSCMの運営に止まら
ずクロスオーバー型の ｢SystemSupplier3｣
へと発展する可能性をも秘めているものと想
I
定されるが､果たしてそうなのかどうかが大
いに注目されるところである｡ (NTTデータ
社の ｢GSJ｣構想については､日本経済新聞
2001年7月14日を参照のこと｡)
(注4)拙稿 ｢中越金型産業とIT- ｢ティアⅠ｣化の
ための課題-｣(新潟経営大学 ･地域活性化
研究所 『新潟県中越金型産業とIT一地域企業
情報ネットワークシステムの研究Ⅱ-』【2001
年12月刊]p.53-56参照｡
(注5)同上 第4章 (注11)【p.62-63】参照｡
(注6)JNX(JapaneseautomobileNetworkexchange
【URL;http://www.jnx.ne.jp/】)は､日本の
自動車産業における情報インフラの共有シス
テムであり､アセンブラーとパーツ●･サプラ
イヤーの有力企業が共に参加している｡2000
年10月よりサービスを開始している｡JNXは
ISP機能を基盤にしながらもCSP機能に依拠し
て運営されており､その意味では ｢Extranet
Ⅲ｣仕様であるが､サービス内容は受発注機
能をも合むという点ではSCMにも繋がってい
る｡その運営主体は非営利法人である(財)冒
本自動車研究所 ･JNXセンターであり､従っ
てそこが [SystemSupplier3]の役割を担っ
ていると云える｡なお､JNXは後述する (注
8参照)ANX仕様の "Down-grade"である
とされる (蔵永泰彦 ｢日本の自動車業界標準
ネットワーク 『JNX』の構築｣参照)0
(なお伝えられるところによれば､JNXのデ
ータ変換機能には設計変更データまでもが含
まれる可能性があるとされる [日本経済新聞
2002年2月21日より]｡)
(注7)KNX (KoreaNetworkexchange)は､韓国
自動車産業におけるアッセンブラ-5社と350
社余のパーツ･サプライヤーによって形成さ
れた水平的な ｢自動車統合電算綱｣である｡
2001年11月より商用サービスを開始している｡
その目的は､複数のプロトコロ､パーツ･サ
プライヤーとアセンブラーとの複雑な接続､
信頼性及び保安の問題- などを解決するため
に業界共通の情報システムを構築することに
あるとされる｡ 韓国自動車工業協会の下に設
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置された推進組織が ｢SystemSupplier3｣の
役割を果たしている｡ (以上は､張 乗換 ｢韓
国の自動車業界における情報ネットワーク化
と国際的連携｣[(財)環日本海経済研究所
≪ERINA≫ 『情報通信ネットワークによる北
東アジアの企業連携』<2001年3月>]p.24-
27による｡ この他にも同氏からはKNXに関す
る貴重な情報を得たことを付記しておく｡)な
お､KNXもまたANXの "Down-grade坂"だ
とされる (蔵永春彦 ｢同上｣参照)｡
(注8)ANX (AutomotiveNetworkexchange)は､
アメリカの自動車産業におけるパーツ･サプ
ライヤーとアセンブラーを共通ネットワーク
を通じて相互に-パーツ･サプライヤー問を
含めて一結びつけることによって､ネットワ
ーク参加企業のビジネス ･プロセス及びビジ
ネス ･プラクティスの改善 ･向上を計ること
を目的とした共通情報ネットワークシステム
であり､1998年11月より稼働している｡ ANX
は､ISP機能のみならずCSP機能にも依拠して
いるという意味ではやはり ｢ExtranetⅢ｣仕
様である｡ANXの特色は､参加企業が規模の
大小にかかわらずイコール ･パートナーとし
て扱われるというところにある｡その意味で
はANXは世界で始めての "イコール ･パート
ナーシップ"に基づく ｢ビジネス情報ネット
ワーク｣であると云える｡こうした "イコー
ル ･パートナー ･シップ"が可能になるのは､
ANXがそもそもその殆どがSMEsからなるパ
ーツ･サプライヤーも加わって結成された非
営利組織であるAIAG (TheAutomotive
lndustryActionGroup【http://www.aiag.
org/】;1982年設立､参加企業数1,600社 [但し
ボランティア参加であり､それはネットワー
ク参加企業TP<TradingPartener>とは必ず
しも一致しない])によって運営されており､
しかもこのAIAGが ｢SystemSupplier3｣の
役割を担っているからである｡ (Yasuhiko
Ebina｢IbidJp.22-23参照｡)(因みに､最近
の情報によれば､TPは登録済みが600社近く
に達 してお り､そのうちANXO<ANX
Overseer;ANXの統括管理者>から認定され
実際にANXを使用しているのは400社近くに
上るとされる [蔵永泰彦 ｢同上｣より]｡また
AIAGは､｢SystemSupplier3｣の中で最も重
要な機能である統括管理機能すなわちANXO
を民間企業SAIC社にアウトソースしたとも伝
えられている [蔵永春彦 ｢同上｣より]｡)
(注9)ENX (EuropeanNetworkexchange)もま
た､SMEsに対する技術面およびコスト面で
の障害を低減 ･除去することを目的として結
成されたヨーロッパ自動車産業における共通
情報ネットワークシステムである｡その意味
ではANX同様パーツ･サプライヤーを重視し
た ｢ビジネス情報ネットワーク｣であると云
える｡ ENXは､やはり非営利的性格を付与さ
れた企業であるENX Company(【URL;
http://www.enxo.com/】;2000年1月に設立､
EU内のアセンブラーと ｢ティアⅠ｣[一次パ
ーツ ･サプライヤー]が参加)によって運営
されており､同時にENXCompanyはENXに
おける ｢SystemSupplier3｣の役割を果たし
ている｡ ENXもまたISP･CSP機能に依拠し
ている ｢ExtranetⅢ｣仕様であるが､ENX
CompanyがSystemSupplier3としてSEMs
支援のためにASP機能発揮に強い関心を払い
また大いに意欲を示して取り組んでいる点が
注目される｡ さらにENXは､やはりSEMs支
援という観点からANXに対するリンクをはじ
めグローバルなレベルでの同種のネットワー
クに対するリンクを指向しており､その意味
でJNXをはじめアジアにおける ｢ビジネス情
報ネットワーク｣形成とそれに対するリンク
に強い関心- それはANXの場合も同様であ
るが- を抱いていることもまた注目されてよ
いであろう (yasuhikoEbina"Ibid"参照｡)
なお､ENXもまたANXの "Down一grade版"
だとされる (蔵永泰彦 ｢同上｣参照)｡
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Chartl AconceptofABIN(AsianBusinessInformationNetwork)
l]PresentBIN(BusinessInformationNetwork)throughVPN
(VPNlVerticalPrivateNetwork];Verticalandoneside-flowtypeBlN)
【Extranetl】
ll一~~))
SystemSupplier1
PartsSupp一ierl【TierJ]
Financia一Group1
【Extranetl】
(Note1)Extranet卜 ‖;PrivateExt｢anetbasedonTCP/lPaCSP
(Note2)=一一-->Flowofsendingorder(Flowofinformation)
> FJowofparts(FJowofgoods)
.1-I-+ Ffowofpayment(Ftowofmoney)
>"DigitalDivide"
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SystemSupplier2
l I
Financia一Group2 i-∴■
[2]NewABIN(AsianBusinessInformationNetwork)throughA-NX
(AINXlAsian-NetworkeXchange];HorizontalandbothsideflowtypeABIN)
【Extranetl】 【Extrane川日 【Extrane川 】
･anufacturer1【OEM = 卜- .- -L-1 Manufacture2【OEM ..] ｢ .
士 ∴ 二 l l _l ∧ :
l l l
■ 一 lIll
l ll I
[emSupplier1 : :SystemSupー
■l ■1I l
l Itll守: l
l I
∨ V
rtsSupplierllTierL] >lsystemsupptier3l<- PartsSupplier2【T
---rVや T一一~-l De.iverer3 l†∨†
T ↓壬 /T i TFinancialGroup3
FinancialGroup1 FinancialGroup2
(Note1)Extranet"I;Regional/socialExtranetbasedonTCP/lP.CSP&ASP
(Note2)<- ----> Flowofsendingandreceivingorder(Flowofinformation)
< > Flowofmodulo(F一owofgoods)
イ ーl･-■･FIowofpayment(Flowofmoney)
< > "DigitalOpportunity"
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【3】Threekindsofapproachesto"SystemSupplier3"
【Approachl】
【Approachl】 C.I A,l M.1 0.l G.I Ch.I D.I F.J M.P.1
【Approachll】;【Approachl】×【ApproachH】
(Note)ApproachI;Businesstypeapproach
C.1:Computin9Industry
A.1:AutomotiveIndustry
M.1:MachineryIndustry
O.1:0日lndustry
G.1:Gaslndustry
Ch.I:ChemicaHndustry
D.1:DeliveryIndustry
F.I:Financiallndustry
M.P.I:MetalProcesslnglndustry
ApproachH;BusinessseⅣiceapproach
P.S :ProcurementService
L.S :Lo9isticService
l.S :InsuranceSeⅣice
F.S :FinancialService
Approach=;CrossoverApproach
C.J･P.SXD.]･F.SXF.l･L.S･････
(Source)AnideaofthewriterpartialydependingonNTTCommunicationsCo.(a)"The
introductionofElectronicCommercebeingsegmentedinbusinesstypeswhichutilize
theInternetforJapaneseenterprisesadvancingtowardChina"【April27th2000],(b)
"Marketprovidingservice"(NigataNippoFebruary8th2000).
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[4]AimageoftheMPP(MarketPlaceProvider)inthecaseoftheMetalProcessinglndustry
▲ i
Machinerylndustry Erectroniclndustry
(Note)WaysoHlowsintheorderandtheinformation
･Traditionalway;
Frowofsendingordersandinformations:Verticalandoneside-flowtype
(Assemblerー Partssuppliers)
･Newway(WayoHlowsontheMarketPlace);
FlowofsendingandreceivlngOrdersandinformations:Horizontalandbothsidef一ow
type
(Assemblers<- >Partssuppliers,PartsSuppliers<- >Partssuppliers)
(Source)AnideaofthewriterpartialydependingonNCnetworkURL
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Chart2 TheLocalExtranetSystemintheCosenknitcluster
(originalSource)Gosenkniteluster『AnActionPlanfortherevjtaljzationoftheGsenknitindustry』
(August2001)p.28.
(出所)YasuhikoEbina｢ThemarketingslrateryoftheJapanesetertileindusryandthenewbusiness
model- FocussingontheknitindustryinNigataPrefecture-｣
(新潟経営大学紀要8号 [2002年3月刊])<予定>より｡
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